
平成２３年度第１回城陽市障がい者自立支援協議会・全体会次第 
 

日 時  平成２３年９月１６日（金） 
  午前１０時から 

場 所  市役所４階 第２会議室 
 
１ 開 会 
 
２ 委嘱書の交付 
 
３ 市長あいさつ 
 
４ 委員の紹介 
 
５ 「城陽市障がい者自立支援協議会設置要綱」についての説明 
 
６ 障がい者自立支援協議会の会長及び副会長の選出について 
 
７ 議事 
  （１）城陽市障がい者自立支援協議会について 
（２）城陽市障がい者自立支援協議会専門部会の取り組みについて 
（３）城陽市障がい者計画等策定の取り組みについて 

  （４）障がい者自立支援制度の利用状況について 
８ その他 
 
９ 閉 会 
 
資  料 
①城陽市障がい者自立支援協議会委員名簿 
②城陽市障がい者自立支援協議会設置要綱         …資料№１ 
③城陽市障がい者自立支援協議会設立について       …資料№２ 
④城陽市障がい者計画骨子                …資料№３         

⑤障がい者自立支援制度の利用状況について        …資料№４ 
⑥城陽市の障がい者の状況について            …資料№５ 
⑦障がい福祉サービス見込み量に対する２２年実績     …資料№６ 
⑧城陽市障がい者自立支援協議会・専門部会報告      …資料№７ 

⑨冊子・城陽市障がい者計画策定に係る実態調査結果報告書 

⑩冊子・城陽市障害者計画 
⑪城陽市障害福祉計画 



城陽市障がい者自立支援協議会委員名簿 

                 任期：平成２３年９月１日～平成２５年８月３１日 
 

（五十音順：敬称略） 
 
 
 
 
 
 

委 員 名 所   属   等 
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 宇治久世医師会 
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坂本
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 明弘
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 城陽市難聴者協会 

白井
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 由美子
ゆ み こ

 城陽市ろうあ協会 

鈴鹿
す ず か

 義弘
よしひろ

 城陽市民生児童委員協議会 
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 芳
よし

孝
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 公立大学法人大阪府立大学 社会福祉学科 

土橋
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 成人
なるひと

 南山城学園障害者生活支援センターはーもにぃ 

中野
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 市民（公募） 
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 市民（公募） 
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  京都府山城北保健所福祉室 
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 城陽市精神家族会アルプス 
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 京都府視覚障害者協会城陽支部 
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 吉朗
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 城陽ボランティア連絡協議会 

松本
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 京都府立宇治支援学校 

村松
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 京都聴覚言語障害者福祉協会 

森山
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 章子
あ き こ

 障害者生活支援センタープラム 

横須賀
よ こ す か

 和男
か ず お

 城陽市校長会 



城陽市障がい者自立支援協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 障がい者が自立した生活を営むことができる地域社会の構築、

障がい福祉に関する関係者の連携及び支援体制に関する協議を行う場

として、城陽市障がい者自立支援協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 困難事例への対応のあり方に関すること。 

(2) 関係機関によるネットワークの構築及び改善に関すること。 

(3) 障がい福祉に係るサービスの開発及び改善に関すること。 

(4) 地域の社会資源の開発及び改善に関すること。 

(5) 障がい福祉の計画に関すること。 

(6) その他障がい福祉の増進に関すること。 

 （組織） 

第３条 協議会は、委員３０人以内をもって組織し、次に掲げる者のう

ちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験者 

(2) 相談支援事業所の関係者 

(3) 医療機関の関係者 

(4) 教育機関の関係者 

(5) 障がい当事者団体の代表 

(6) 地域住民の代表 

(7) 行政機関の職員 

(8) その他市長が必要と認める者 

（協議会の委員の任期） 

第４条 協議会の委員（以下「委員」という。）の任期は、２年とし、

再任を妨げない。 

２  委員に欠員が生じた場合は、補欠の委員を置くことができる。この

場合における委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

資料№１ 



２ 会長は、委員の互選により定める。 

３  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４  副会長は、委員のうちから会長が選任する。 

５  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長が招集し、その議長となる。 

（意見の聴取） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を協議会に

出席させ、その説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めるこ

とができる。 

（個人情報の保護） 

第８条 委員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も、同様とする。 

（運営調整会議） 

第９条 協議会全体の円滑な運営、協議会への報告又は専門部会間の調

整に関する協議を行うため、協議会に運営調整会議を置く。 

（専門部会） 

第１０条 第２条に定める協議会の所掌事務に関する個別の課題につい

て、必要な調査、検討等を行わせるため、協議会に専門部会を置くこ

とができる。 

（庶務） 

第１１条 協議会の庶務は、障がい福祉担当課において処理する。ただ

し、市長が適当と認めたときは、協議会の庶務を指定相談支援事業所

に委託することができる。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事

項は、会長が協議会に諮って定める。 

附  則  

この要綱は、告示の日から施行する。 


